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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明 

 当第１四半期連結累計期間の連結業績につきましては、営業収益は833億７千２百万円（前年同四半期702億１

千１百万円、前年同四半期比18.7％増）、営業利益は139億８千５百万円（前年同四半期97億９千万円、前年同

四半期比42.9％増）、経常利益は106億７千８百万円（前年同四半期49億１百万円、前年同四半期比117.9％増）

となりました。一方で、ビル等事業において、前年同四半期に計上した連結子会社化したＳＰＣの資産売却に伴

う固定資産売却益の剥落等の影響により、四半期純利益は77億７千万円（前年同四半期732億５千万円、前年同

四半期比89.4％減）となりました。

 

 なお、当第１四半期連結会計期間から、当社グループ内の事業再編に伴い、一部事業のセグメントの区分を変

更しており、前年同四半期の実績値については変更後のセグメントの区分に組み替えて表示しております。

 各セグメントの業績は以下の通りであります。

 

① ビル等事業

 当第１四半期連結累計期間においては、前年同四半期に固定資産を売却したことに伴う賃貸収益等の減少及び

前年同四半期に販売用不動産を売却した影響等により、前年同四半期比で減収減益となりました。

 この結果、営業収益は196億１百万円（前年同四半期288億４千２百万円、前年同四半期比32.0％減）、営業利

益は48億３千万円（前年同四半期80億６千万円、前年同四半期比40.1％減）となりました。 
 

区分

前第１四半期 当第１四半期

数量等
営業収益
（百万円）

数量等
営業収益
（百万円）

ビル等賃貸
建物賃貸面積 675,274㎡

15,958
建物賃貸面積 743,840㎡

14,399
（うち転貸面積 99,253㎡) （うち転貸面積 119,322㎡)

不動産売上 ２件 5,855 － －

管理受託等 － 7,026 － 5,150

ＳＰＣ配当収益 － 3 － 51

営業収益計 － 28,842 － 19,601

営業利益 － 8,060 － 4,830

 

② 住宅事業 

 当第１四半期連結累計期間においては、都心部で大規模分譲マンションが竣工し、住宅分譲で「Brillia 

Tower 池袋」（東京都豊島区）、「Brillia 有明 CityTower」（東京都江東区）、「スカイズ タワー＆ガーデ

ン」（東京都江東区）等を売上に計上しました。

 この結果、営業収益は516億５千３百万円（前年同四半期308億５千７百万円、前年同四半期比67.4％増）、営

業利益は87億４千５百万円（前年同四半期22億５千６百万円、前年同四半期比287.7％増）となりました。
 

区分

前第１四半期 当第１四半期

数量等
営業収益
（百万円）

数量等
営業収益
（百万円）

住宅分譲   576戸 25,010   824戸 45,655

住宅賃貸 建物賃貸面積 110,831㎡ 1,069 建物賃貸面積 105,366㎡ 1,049

マンション管理受託 管理戸数 47,613戸 1,549 管理戸数 51,969戸 1,578

その他 － 3,228 － 3,369

営業収益計 － 30,857 － 51,653

営業利益 － 2,256 － 8,745
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③ その他事業 

 当第１四半期連結累計期間においては、不動産流通事業及び時間貸駐車場事業等において好調に推移した一方

で、シニア事業において初期投資に係る費用が増加したこと等により、前年同四半期比で増収減益となりまし

た。

 なお、時間貸駐車場事業において、㈱マオスを取得いたしました。 

 この結果、営業収益は121億１千７百万円（前年同四半期105億１千万円、前年同四半期比15.3％増）、営業利

益は17億６千１百万円（前年同四半期18億１千８百万円、前年同四半期比3.2％減）となりました。
 

区分

前第１四半期 当第１四半期

数量等
営業収益
（百万円）

数量等
営業収益
（百万円）

不動産流通事業 － 4,368 － 5,026

時間貸駐車場事業 車室数 45,773室 3,139 車室数 57,654室 3,336

クオリティライフ事業(注) － 2,501 － 3,330

その他 － 501 － 424

営業収益計 － 10,510 － 12,117

営業利益 － 1,818 － 1,761

（注）余暇事業及びシニア事業を統合した事業となります。

 

（２）財政状態に関する説明 

（資産）

 当第１四半期連結会計期間末における資産合計は１兆3,544億８千４百万円となり、前連結会計年度末比350億

１千９百万円の増加となりました。これは、販売用不動産等の取得及び上場株式の時価評価等による投資有価証

券の増加等によるものであります。

（負債） 

 当第１四半期連結会計期間末における負債合計は１兆398億３千３百万円となり、前連結会計年度末比261億７

千５百万円の増加となりました。これは、当社において借入金が増加したことに伴う有利子負債の増加等による

ものであります。なお、有利子負債残高（リース債務除く）は7,669億１千９百万円（前連結会計年度末比186億

４千５百万円の増）となっております。 

（純資産） 

 当第１四半期連結会計期間末における純資産合計は3,146億５千１百万円となり、前連結会計年度末比88億４

千３百万円の増加となりました。これは、四半期純利益のほか、その他有価証券評価差額金の増加等によるもの

であります。 

 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

 平成27年12月期の連結業績予想は、平成27年２月12日公表の業績予想を変更しておりません。

 なお、当第１四半期連結累計期間の業績予想（通期）に対する進捗率が高くなっておりますが、これは大規模分

譲マンションが竣工したこと等によるものであり、業績予想（通期）に対しては概ね計画通り推移しております。
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２．サマリー情報（注記事項）に関する事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動

 当第１四半期連結累計期間において、出資持分が償還されたことにより、京橋開発特定目的会社が連結の範囲か

ら除外されております。

 

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用）

 「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成27年３月26日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられ

た定めについて当第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給

付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を単一の加

重平均割引率による方法へ変更しております。

 退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従っており、当第

１四半期連結会計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金

に加減しております。

 この結果、当第１四半期連結会計期間の期首において、退職給付に係る資産が252百万円減少し、退職給付に

係る負債が131百万円増加するとともに、利益剰余金230百万円及び少数株主持分12百万円が減少しております。

なお、当第１四半期連結累計期間の営業利益、経常利益、税金等調整前四半期純利益に与える影響は軽微であり

ます。

 

（企業結合に関する会計基準等の適用）

 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基準」

という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等

会計基準」という。）等が平成26年４月１日以後開始する連結会計年度の期首から適用できることになったこと

に伴い、当第１四半期連結会計期間からこれらの会計基準等（ただし、連結会計基準第39項に掲げられた定めを

除く。）を適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変動による差額を資本剰余金として計

上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法に変更しております。

 企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（３）、連結会計基準第44－５項（３）

及び事業分離等会計基準第57－４項（３）に定める経過的な取扱いに従っており、過去の期間のすべてに新たな

会計方針を遡及適用した場合の当第１四半期連結会計期間の期首時点の累積的影響額を資本剰余金及び利益剰余

金に加減しております。

 この結果、当第１四半期連結会計期間の期首において、のれん4,722百万円及び利益剰余金6,855百万円が減少

するとともに、資本剰余金が2,133百万円増加しております。また、当第１四半期連結累計期間の営業利益、経

常利益及び税金等調整前四半期純利益がそれぞれ284百万円増加しております。
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３．四半期連結財務諸表

（１）四半期連結貸借対照表

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(平成26年12月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成27年３月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 86,908 70,901 

受取手形及び営業未収入金 5,867 7,092 

有価証券 10 － 

販売用不動産 32,702 60,072 

仕掛販売用不動産 45,262 41,540 

開発用不動産 34,873 47,867 

繰延税金資産 4,223 4,034 

その他 32,986 34,124 

貸倒引当金 △204 △203 

流動資産合計 242,629 265,429 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物 360,960 366,003 

減価償却累計額 △114,566 △115,972 

建物及び構築物（純額） 246,393 250,030 

土地 512,148 502,377 

建設仮勘定 6,330 5,930 

その他 20,581 23,125 

減価償却累計額 △11,469 △12,340 

その他（純額） 9,111 10,785 

有形固定資産合計 773,983 769,124 

無形固定資産    

借地権 106,229 106,089 

その他 6,353 7,993 

無形固定資産合計 112,582 114,082 

投資その他の資産    

投資有価証券 121,418 133,150 

匿名組合出資金 9,223 10,812 

繰延税金資産 2,350 2,869 

敷金及び保証金 21,081 21,075 

退職給付に係る資産 1,834 1,645 

その他 34,413 36,344 

貸倒引当金 △52 △49 

投資その他の資産合計 190,269 205,848 

固定資産合計 1,076,835 1,089,055 

資産合計 1,319,465 1,354,484 
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    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(平成26年12月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成27年３月31日) 

負債の部    

流動負債    

短期借入金 151,597 86,530 

1年内償還予定の社債 33,760 30,210 

未払金 6,645 17,415 

未払法人税等 1,628 1,471 

引当金 561 1,603 

不動産特定共同事業出資受入金 1,500 8,148 

その他 41,643 40,160 

流動負債合計 237,336 185,540 

固定負債    

社債 107,471 107,369 

長期借入金 451,926 536,077 

引当金 498 490 

繰延税金負債 28,320 27,248 

再評価に係る繰延税金負債 31,734 28,793 

受入敷金保証金 68,266 69,783 

退職給付に係る負債 9,982 9,842 

不動産特定共同事業出資受入金 66,986 60,317 

その他 11,133 14,370 

固定負債合計 776,320 854,292 

負債合計 1,013,657 1,039,833 

純資産の部    

株主資本    

資本金 92,451 92,451 

資本剰余金 63,432 66,328 

利益剰余金 53,446 52,848 

自己株式 △2,411 △3,462 

株主資本合計 206,918 208,165 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 51,034 60,491 

繰延ヘッジ損益 △326 △273 

土地再評価差額金 20,957 23,899 

為替換算調整勘定 6,278 6,407 

退職給付に係る調整累計額 960 1,109 

その他の包括利益累計額合計 78,905 91,635 

少数株主持分 19,984 14,851 

純資産合計 305,808 314,651 

負債純資産合計 1,319,465 1,354,484 

 

- 6 -

東京建物㈱ （8804）　平成27年12月期　第１四半期決算短信



（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第１四半期連結累計期間）

    (単位：百万円) 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年１月１日 

 至 平成26年３月31日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年１月１日 
 至 平成27年３月31日) 

営業収益 70,211 83,372 

営業原価 53,863 61,431 

営業総利益 16,347 21,940 

販売費及び一般管理費 6,557 7,955 

営業利益 9,790 13,985 

営業外収益    

受取利息 11 4 

受取配当金 236 380 

持分法による投資利益 － 11 

その他 127 161 

営業外収益合計 375 557 

営業外費用    

支払利息 4,046 2,575 

借入手数料 611 892 

持分法による投資損失 299 － 

不動産特定共同事業分配金 209 232 

その他 96 163 

営業外費用合計 5,263 3,864 

経常利益 4,901 10,678 

特別利益    

固定資産売却益 132,383 409 

投資有価証券償還益 － 185 

負ののれん発生益 7,167 － 

受取補償金 38 － 

特別利益合計 139,590 595 

特別損失    

固定資産除却損 32 24 

投資有価証券償還損 － 151 

減損損失 43 2,352 

持分変動損失 754 － 

借入金繰上返済費用 5,139 － 

特別損失合計 5,969 2,527 

税金等調整前四半期純利益 138,522 8,745 

法人税、住民税及び事業税 27,194 1,730 

法人税等調整額 △10,443 △630 

法人税等合計 16,751 1,099 

少数株主損益調整前四半期純利益 121,770 7,646 

少数株主利益又は少数株主損失（△） 48,519 △124 

四半期純利益 73,250 7,770 
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（四半期連結包括利益計算書）

（第１四半期連結累計期間）

    (単位：百万円) 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年１月１日 

 至 平成26年３月31日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年１月１日 
 至 平成27年３月31日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 121,770 7,646 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △5,280 9,804 

繰延ヘッジ損益 △7 53 

土地再評価差額金 － 2,941 

為替換算調整勘定 △8 △2 

退職給付に係る調整額 － 184 

持分法適用会社に対する持分相当額 △1,574 131 

その他の包括利益合計 △6,870 13,112 

四半期包括利益 114,900 20,758 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 66,611 20,500 

少数株主に係る四半期包括利益 48,288 258 
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

 該当事項はありません。

 

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

 当第１四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」等を早期適用したことにより、当第１四半期連結

会計期間の期首の資本剰余金が2,133百万円増加するとともに、利益剰余金が6,855百万円減少しております。

 

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成26年１月１日 至 平成26年３月31日）

１．報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：百万円） 

  ビル等 住宅 その他 
調整額 
(注)１ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
 (注)２ 

営業収益          

(1）外部顧客への営業収益 28,842 30,857 10,510 － 70,211 

(2）セグメント間の内部営

業収益又は振替高 
189 97 2,241 △2,528 － 

計 29,032 30,955 12,752 △2,528 70,211 

セグメント利益 8,060 2,256 1,818 △2,345 9,790 

（注）１．セグメント利益の調整額△2,345百万円には、セグメント間取引消去△655百万円及び各報告セグ

メントに配分していない全社費用△1,690百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セ

グメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

（のれんの金額の重要な変動）

 ビル等事業セグメントにおいて、当第１四半期連結会計期間より連結子会社としたＳＰＣが、少数株主の 

出資持分について償還を行った結果、当社の出資持分が変動しております。当該事象等により、当第１四半 

期連結会計期間においてのれんを5,613百万円計上しております。

 

（重要な負ののれん発生益）

 ビル等事業セグメントにおいて、当第１四半期連結会計期間より連結子会社としたＳＰＣの少数株主から

出資持分を取得しております。当該事象により、当第１四半期連結会計期間において負ののれん発生益を

7,155百万円計上しております。
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Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成27年１月１日 至 平成27年３月31日）

１．報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：百万円） 

  ビル等 住宅 その他 
調整額 
(注)１ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
 (注)２ 

営業収益          

(1）外部顧客への営業収益 19,601 51,653 12,117 － 83,372 

(2）セグメント間の内部営

業収益又は振替高 
498 132 331 △962 － 

計 20,099 51,785 12,449 △962 83,372 

セグメント利益 4,830 8,745 1,761 △1,353 13,985 

（注）１．セグメント利益の調整額△1,353百万円には、セグメント間取引消去160百万円及び各報告セグメ

ントに配分していない全社費用△1,513百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグ

メントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

（固定資産に係る重要な減損損失）

 ビル等事業セグメントにおいて、固定資産の減損損失を計上しております。なお、当該減損損失の計上額

は、当第１四半期連結累計期間においては2,332百万円であります。

 

（のれんの金額の重要な変動）

 その他事業セグメントにおいて、㈱マオスの株式を取得し、連結子会社としております。当該事象による

のれんの増加額は、当第１四半期連結累計期間においては6,349百万円であります。

 また、ビル等事業セグメントにおいて、「企業結合に関する会計基準」等を過去の期間のすべてに遡及適

用した場合の当第１四半期連結会計期間の期首時点の累積的影響額を、資本剰余金及び利益剰余金に加減し

ております。当該事象により、当第１四半期連結会計期間の期首において、のれんが4,682百万円減少して

おります。

 

３．報告セグメントの変更等に関する事項

（セグメント区分の変更）

 当第１四半期連結会計期間より、当社グループ内の事業再編に伴い、従来住宅事業セグメントに属してお

りました賃貸住宅管理事業をその他事業セグメントの区分に変更する等の変更を行っております。

 なお、前第１四半期連結累計期間のセグメント情報は、変更後の区分に基づき作成しております。

 

 

（その他）

（法人税率の変更等による影響）

 「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を改正する法律」（平成27

年法律第２号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日以後に開始する連結会計年度から法人税率等の引

き下げが行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率

は、従来の35.6％から平成28年１月１日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異等については33.1％

に、平成29年１月１日に開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異等については32.3％となります。

 この税率変更により、繰延税金負債の金額（繰延税金資産の金額を控除した金額）は2,415百万円減少し、法人税

等調整額が693百万円、その他有価証券評価差額金が3,067百万円、退職給付に係る調整累計額が53百万円、それぞれ

増加しております。

 また、再評価に係る繰延税金負債は2,941百万円減少し、土地再評価差額金が同額増加しております。
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